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１ はじめに
　ITS の東アジア地域における展開は、日本国内の経済

状況の悪化がモチベーションにはなっているが、この地

域のめざましい経済発展と、その結果として各種インフ

ラが整備されつつあることがそもそもの背景となってい

る。国内の議論のキーワードは、平成22年６月18日に閣

議決定した「新成長戦略」のアジア経済戦略にあるよう

に、「パッケージ型インフラ海外展開」であろう１）。「ワ

ンボイス・ワンパッケージ」となるように、インフラ分

野の民間企業の取組みを支援する枠組を整備し、パッ

ケージ化の対応も含めた省庁間の政策調整や調査審議を

行う国の体制を強化することが決められている。

　具体的にパッケージ型インフラがどんなものなのかを

想像してみると、以下の２条件を満足する必要があると

考えられる。

①相手国のニーズや実情に即したシステムの設計と提供

② ニーズや実情に合致させるために、日本では別々の時

期に開発されたシステムや、異なる組織が独自に開発

したシステムをパッケージとして提供

　これらの条件は、たとえ国の体制が完備されたとして

も、技術的に困難なこともあり、「言うは易く、行うは

難し」である。すなわち、問題は①、②を掛け声として

声高に言うだけでなく、これを達成するための具体的な

方法論が必要なことだ。本論がそのような方法論の序説

になればと思ってまとめてみた。

２ 高速道路の情報提供システムを例題として
　具体的な議論をするためにここでは高速道路の情報提

供システムを取り上げる。高速道路に限ったのは、現在

この地域におけるインフラ整備の中心が高速道路である

からだ２）、３）。ただし、ここでは情報提供方法として可

変情報板やDSRCを使うことは想定しているが、相手

のニーズに合わせるべきなので特定はしていない。東ア

ジア地域の発展スピードによって、車載機器の導入時期

は変わるので、将来の変化に対応できるような情報提供

システム、特に母体となる管理・管制システムについて

分析を行うのが目的である。この分析では言うまでもな

いことであるが、日本の高速道路事業者がETCだけで

はなく、可変情報板や管理・管制システムをパッケージ

として提案し、相手もそれを望んでいるということを前

提としている。

　さて、交通情報提供システムは、センサーや通信機

器、情報処理装置から構成されているので、ICT（Infor-

mation Communication Technology） 産業の一分野とな

る。忘れてはならないことは、東アジア地域は、ICT

産業を構成する各種要素技術、すなわち半導体、マイク

ロプロセッサー、サーバー、通信機器等の各種モジュー

ルを世界中に提供している一大産業群がしのぎを削って

いる地域だということだ。

　この地域の ICT産業の産業構造を単純化すると図１

（a）のような水平分業型になっていると言われてい

る。この構造のもとでは、A1社のアプリケーションの

ために S2社の OS、H1社のハードウェアそしてその部品

等はM2社のものというように自由に組み合わせて構成

することができる。このためにアプリケーション、OS

等それぞれの段階でモジュール化され、アプリケーショ

ンとOS、OSとハードウェアというように段階毎のイ

ンターフェイスが明確に定義され、標準化され、公開さ

れていなければならない。

　一方、日本の管理・管制センターを構築した ICTベ

ンダーは、いわば自動車産業の系列と同じように、図１

（b）のような垂直統合型の構造を構成して対応してい

た。すなわち基本的には一社のベンダーが仕切ってお

り、すべてのサブシステムをそのベンダーが提供するわ
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けではないが、例えばOSだけを変更するということは

出来ない。なぜなら、OSとアプリケーション、あるい

はOSとハードウェアのインターフェイスは、このセン

ターの要求に合わせているだけなので、汎用性を持って

いるわけではないからだ。その上、管理・管制センター

はセンター毎に設計思想が多少異なる上に、同じ機能を

要求された要素技術であっても、通常センター間で互換

性がない。また互換性を持たせる理由もなかった。

　このような状況で①、②を満足させるような企画を日

本のベンダーが相手に提案できるかということと、①、

②を満足させる“絵”を描けたとして、これをどのよう

にして相手が納得する形で合意を積み上げ、インプリメ

ントに結び付けるかということになる。

３ システム構成上の課題
　まず、情報提供のキーとなる管理・管制システムの設

計概念が、例えば、まったく実務経験はないが予算決定

権を持つ相手国の高官が理解可能なのか、という問題が

ある。

　この問題は国内でも起こり得るが、日本の場合は過去

からの蓄積があるのでとりたてて話題となっていない。

日本の高速道路管理・管制システムは、強固な整備体制

と、何度かにわたるリプレイスによって運用・管理のノ

ウハウを蓄積し、長い年月をかけて現在の姿がある。お

そらくそのパフォーマンスは世界に冠たるものであろ

う。しかしながら、日本の他の大規模社会システムと共

通なことであるが、他国にシステムを輸出することは

まったく考えていなかった。その結果ノウハウが輸出用

にドキュメント化されていないため、相手国の技術者は

ブラックボックス的に構築されていると考えてしまうこ

とになる。その中には世界に例がないため試行錯誤を繰

り返して完成させた高性能なシステムも多々ある。しか

し、だからといって理解が容易でないことが許されるわ

けではない。

　図２に現在の管理・管制センターの代表的なシステム

構成図が示してある。例えば、ハイウェイラジオの導入

を決めると、アドホックにシステムに加え、新しい可変

情報版が導入されると、さらにこれをアドホックに加え

ていった歴史がこの図から読み取れるのである。

　東アジア地域の国々では、実情に合わせて簡単なサー

ビスからスタートし、順次高度で、より高価なシステム

の導入を立案することはごく自然である。その際、初め

に導入したシステムが無理のない拡張を可能とするため

には、例えば図３のような構成が考えられる。図１

（a）と類似の発想であるが、交通情報部のようなサブ

システムを自由に付加できるようにデータ基盤を構築

し、サービス機能をモジュール化した構造で、モジュー

ルも自由に付加できるものである。このような構造なら

相手国のベンダーが参入できる可能性があるので、当該

国の産業振興上望ましいシステム構成と考えられる。

　しかし、日本がシステムを提案するためには、国内に

おいて同じ構造をもったセンターシステムが稼働してい

なければ、相手国に対して説得力は無いのは当然であろ

う。

　一方、図３のようなシステム構成は国内システムに

図１　 ICT 産業の産業構造　（原図：参考文献４）、p.28、図２－１）
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とってもメリットが大きい。すなわち国内のシステムに

おいて基本コンセプトを機能単位に切り出しやすいシス

テム設計／構造にすることによって、機能改修を容易に

し、コスト低減に繋がるメリットがある。なぜなら、従

来は機能改修毎に、関連する全体機能への影響が確認で

きるような構造になっていなかったため、修正確認のた

め新規ソフトの開発が必要となり、多大な工数を浪費し

ていたからである。

　サービス機能のモジュール化を行えば国内システムが

歴史的に抱えていた高コストという宿痾を排除できる可

能性も出てくるのである。すなわち、国内システムのシ

ステム構成の変更は、単に海外進出だけのためでなく、

国内問題の解決ともリンクしているのである。機能単位

のモジュール化が実現されれば、現地のニーズや実情に

応じて必要機能をモジュールのみを組み合わせることに

よって提案が可能となり、国内での運用実績を踏まえた

比較的リーズナブルなコストでの実現性が期待できると

思われる。

４ 英語によるコミュニケーションの問題
　このような背景を理解した上で、実際に先方の担当者

との間のコミュニケーションの問題に移りたい。前に述

べたように、日本のノウハウは輸出することを考えてド

キュメント化されていない。しかしだからといって、慌

てて社内で使われている図や文章をカット＆ペーストし

ても相手には伝わらないはずである。一番大事なこと

は、概念の枠組がどこに立脚しているかということを確

認することである。すなわち広い意味でのプロトコルを

確認しないままディテールの説明をしても本質的な理解

に繋がらないことを認識することである。この概念の枠

組に関する議論は往々にして非常に抽象的になる。図１

（a）のような構造では様々なシステムに対応が可能な

ので、色々なシステム例から抽出されたエッセンスに関

する技術論がまず展開され、この後にディテールの技術

論となる。この手順をまず理解しなければならない。

　以上のことを意識しなくても、日本で問題とならない

のは、長い歴史の中で、調達側の考えをベンダー側が深

く理解していることを前提としているからである。つま

りベンダー側が調達側の意をくみとることが商売の秘訣

であったが、これがそのまま海外で通用しないのは明ら

かであろう。さらに日本の調達側がリーダーシップを発

揮して、ベンダーを引き連れて相手国に売り込むことが

「ワンボイス・ワンパッケージ」なので、相手国とのコ

図３　次世代管理・管制システムのための情報基盤

【特徴】 ・DB階層構成によるデータと機能の分離
・機能モジュール単位に構成
・ 機能のモジュール化によるビジネスやサービスの拡張性
／柔軟性の確保

【課題】 ・長期使用に耐えうるDB構造の確保
・ 隣接する国々のシステムとの情報交換等に展開する可能
性の確認
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ミュニケーションには発想の転換が必要であろう。

　東アジア地域の場合、コミュニケーションの手段は英

語となる。問題となるのは日本人にとっても東アジア地

域の方々にとっても外国語であるという事実である。英

語が母国語の方と、日本人がコミュニケーションを図る

場合、どうしても相手の語学力に依存することが多いの

である。例えば、日本人が“You know”、“You know ”

を連発しても、相手がフォローしてくれることが多い。

　東アジア地域の方々の中には、英語で大学教育を受

け、英米人と同じように英語を操れる方が多くおられる

ことは確かであるが、やはり絶対数が少ない上に、その

ような人達が道路交通分野に充分に割当てられていると

は限らない。

　東アジアの言語と日本語においては、抽象概念や技術

用語を表現するために他国の言語を借用している場合が

多い。例えばタイ語にはインド系語彙がカンボジア語経

由で入ってきたため、多くの抽象語彙はこれらの言語か

らの借用である。一方、ベトナム語には中国の強い影響

で漢語由来のものが多い５）。日本語で使われている例え

ば「哲学」「形而上学」等々は儒学系の漢語を借用した

訳語である。もっとも、「哲学」や「形而上学」が訳と

して良いかどうかは未だに議論があるぐらいで、現在で

は適切な訳語であるとは必ずしも考えられていない６）。

　このように互いに複雑な言語体系で技術教育を受けた

もの同士が英語で抽象的な技術論をした場合、どちらが

正しいと言う以前にズレが存在することになる。従っ

て、東アジアの方々との英語によるコミュニケーション

が、相手が完全な英語を操っていたとしても何かかみ合

わないのは、社会的背景や教育システムの差異以前に母

国語の構造が原因なのかもしれない。もちろん当方の英

語が不完全なことも原因の一つであるが、双方が納得す

るまでに必要以上に時間がかかった経験がある。双方が

外国語を使ったコミュニケーションにはどこか危うさが

あるようである。

５ 記述言語の効用
　ではどうすれば良いのだろうか？現在 ICTの分野で

常識化しているのは、基本的な理解や枠組の理解を抽象

的な図を使って説明することである。日本人同士では判

りきったことをわざわざ絵にすることに抵抗があるかも

しれないが、異なる文化圏の方々との理解の第一歩とし

て重要な方法である。図を活用するためには図の書き方

や意味することの定義を定めないと汎用性がないが、こ

れをまとめたのがUML（Unified Modeling Language）

である。一例を図４に示してある。

Description
Route & Schedule Planning
…
For each review period
…
 …
 …

End Iteration
Fixed Route Services
Do continually
…
…

End Iteration
…

Demand Responsive Public
Transport
For each request
…
 …
 …

…
End Iteration

Sequence diagram showing the main interactions and operations for the Public Transport
Use Case Diagram ISO/TR 14813-2
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出典：慶應義塾大学理工学研究科「システム分析・設計特論」2004年　講義資料

　この考え方は、記述言語という一種のエスペラント

語、あるいは人工言語を作って記述に関する文法を定

め、表現方法を定めたものである。当然その表現力には

限界はある。従って記述言語は目的別となるので、例え

ばネットワークでの情報交換を行う場合は、XML（Ex-

tended Markup Language）が使われている。また特定

のアプリケーションに関するデータ構造だけが問題なら

ば記述言語としてASN.1（Abstract Syntax Notation 

One）がある。
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　このような状況を先取りしたことになるが、ISO/

TC204（ITS）では ITS を設計し、導入時に記述言語を

利用することを想定して、各種の記述言語について、そ

れぞれ ITS で利用する場合のガイドラインをまとめて

ある。WG1（システム機能構成）で扱っているので、

WG1の作業項目の中から関係のある項目を抜き出して

表１にまとめた７）。

　すべて確認したわけではないので、その有効性をここ

で例示することは出来ないが、ISOの会議の中で、

UMLよりもっと単純な絵をスケッチして相手に了解し

てもらった経験が何度もある。スケッチで描けないよう

な複雑なケースの場合は、ルールが無いと同じ土俵の上

で話が出来ないので、国際標準に従った手順を踏む方が

合意に達する早道と言えよう。

６ まとめ
　本論では高速道路の情報提供システムを例にとって、

東アジア地域に展開する場合の課題について私なりの考

えをまとめた。

　その一つは、相手国のニーズに合わせるためには、国

内にも対応する管理・管制システムが無い限り、セール

スポイントにならないことである。国内では順繰りにシ

ステムがリプレイスされているので、ベンチマークを是

非早目に構築していただきたい。

　第二の点は、相手国の担当者やエンジニアとの対話が

重要なことに鑑み、国際標準で提案されている対話のた

めの道具（記述言語）を利用されてはいかがかというこ

とである。これは相手もその気にならなければ対話には

ならないが、ICTの分野ではすでに世界的に使われて

いるので、相手国との間に何かズレを感じた時には試し

てみることをお勧めする。

　二つの異なる言語圏の人間が、英語より抽象度あるい

は具象性の強い記述言語を使って、システム設計を議論

するという事態は、グローバリゼーションの結果と見る

ことができよう。
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いただいた。
６ ）木田元「反哲学入門」新潮社、p.78、p.82、p.105、2007
７ ）（社）自動車技術会「ITS の標準化2010」、p.7、 2009

表１　WG1の21ワークアイテムのうち記述言語に関係のある項目
標準化テーマ ISO番号 内容

１ ITS参照アーキテクチャ
Reference Model Architecture for the ITS Sector

ISO14813‒1
TR14813‒2～4
ISO14813‒5
ISO14813‒6

新たなアーキテクチャ開発や各国アーキテクチャの比
較などの際に参照すべき、基本サービス、コアアーキ
テクチャおよびアーキテクチャの記述要件を定める

２ ITS中央データレジストリとデータ辞書の要件
Requirements for an ITS/TICS Central Data Registry and ITS/
TICS Data Dictionaries

ISO14817 ITS関係者が共有すべきデータの定義などを記述する
データ辞書の構造や内容、およびデータ登録に関する
運用管理などについての要件を定義する

３ ITSインターフェースの定義と文書化におけるUMLの利用法
Using UML for Defining and documenting
ITS, TICS Interfaces

TR17452 ITSインターフェースの定義と文書化においてUML
を使用するためのガイドライン

４ ITS規格におけるUMLの利用
Use of Unified Modeling Language（UML）in ITS Standards 
and Deliverables

TR24529 ITS規格、データレジストリおよびデータ辞書におい
てUMLを使用する場合のルールとガイダンスを定め
る

５ ITS規格、データレジストリおよびデータ辞書におけるXMLの利用
Using XML in ITS Standards， Data Registries and Data Dic-
tionaries

ISO24531 ITS規格、データレジストリおよびデータ辞書におい
てXMLを使用する場合のルールを定める

６ ITS規格、データレジストリおよびデータ辞書におけるCORBAの利用
Using CORBA（Common Object Request Broker Architecture） 
in ITS Standards， Data Registries and Data Dictionaries

TR24532 ITS規格、データレジストリおよびデータ辞書におい
てCORBAを使用する場合のルールを定める

７ ITSユースケーステンプレート
ITS Use Case Pro Forma Template

TR25102 ユースケース記述を容易にするためのテンプレート

８ ITSプロジェクトのビジネス事例テンプレート
Business Case Template for ITS Projects

PWI13189 ITSプロジェクトの事業分析を容易にするためのテン
プレート
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